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研究テーマ（発表タイトル） 

ソーシャル・マーケティング手法を活用した運動習慣定着化プログラムの設計 

 

１．研究概要（目的・狙いなど） 

本研究の目的は、循環疾患、ガン、糖尿病、慢性呼吸疾患など、いわゆる生活習慣病（Non-Communicable Diseases: 

NCDs）の 4 大リスクファクターの一つである運動不足に焦点を当て、ソーシャル・マーケティング手法を活用し、日本人の運動習

慣定着に向けた行動変容を促す実行度の高いプログラムを提示する。具体的には、(1)龍谷大学キャンパス内にて、フィールド

調査によって大学生の間での生活習慣病の 4 大リスクファクターの現状を把握した上で、独自のアンケート調査を行い、大学生

の健康意識と運動習慣について分析をした。次に、(２)その結果を踏まえて、ソーシャル・マーケティングの４P(Product、Place、 

Promotion、Price)の枠組みを用いて、大学生が空き時間で気軽に参加でき、かつ、継続的に習慣として定着が可能な運動

プログラム「Ryu-Workout」を設計した。最後に、(3)「Ryu-Workout」の実証実験を大学生と社会人のそれぞれを対象にし

て行い、参加者の意見を元にプログラムを改良し、大学だけでなく、民間企業・団体でも安価に導入が可能な、汎用性の高いビ

ジネスモデルとして構築した。 

 

２．研究テーマの現状分析（歴史的背景、マーケット環境など） 

世界の生活習慣病の現状 

今日、先進国と途上国を問わず、生活習慣病の蔓延が世界的に深刻な問題となっている。2018年 6月の世界保健機関

(WHO)のデータによると、生活習慣病を原因とする死亡者数は約 4,100万人であり、これは全世界の死亡者の 71％にも及

んでいる（WHO 2018）。日本でも生活習慣病を原因とする死者は全体の約 60％となっている。WHOは、この生活習慣

病の主要なリスクファクターとして、不健康な食事、運動不足、喫煙、過度の飲酒の 4つを規定している。 

 

日本の若者の現状 

生活習慣病は中高年層に多くみられる疾患であるが、これらを予防するには、若い時期から健康的な生活習慣を形成し、維持

することが非常に重要である。そのため、私たちは日本の大学生の生活習慣病のリスクファクターの現状を探るべく、まず、龍谷大



学深草キャンパスの保健管理センターにて職員（看護師）に対するヒアリングを実施した。その結果、4大リスクファクターの中で

も特に運動不足が深刻である一方、解決に向けての具体的な対策がなされておらず、問題が放置されている現状が明らかとなっ

た。それを受けて、私たちは龍谷大学に通う学生を対象とした健康意識と運動習慣に関する独自のアンケート調査を行った（サ

ンプルサイズ：332名）。その結果、定期的に運動をしている（1日 30分以上の軽く汗をかく運動を週 2日以上、1年以上

実施している）学生の割合は 23%と低かった。一方で、日常生活で階段を使うことを意識している学生は 54%と多く、かつ、

67%の学生が運動や食生活など生活習慣を改善したいと考えているという結果が得られた。これらより、大学生の大半は運動

不足の状態にあること、また、自らの生活習慣を改善する意欲を有していることが確認された。 

 

健康経営の現状 

近年、従業員の健康増進を通じて、労働生産性の向上や企業のイメージアップを目的とした健康経営に取り組む企業は増加し

ている。しかしながら、その多くの企業は資金、人材、設備などに恵まれている大企業であり、多くの中小企業では、健康経営を

実施できていない状況にある。2017年 12月に経済産業省が行なった調査によると、健康経営に取り組んでいる中小企業

は、調査対象 3,476社のうち、わずか 2割であった。一方で、現状は取り組んではいないが、今後取り組みたいという意向を持

つ企業は 5割もあった。このことから、中小企業の間で、健康経営導入に対しする潜在的なニーズが存在しているといえる。 

 

３．研究テーマの課題 

上記の通り、日本の大学生の多くは運動不足を自覚し、生活習慣を改善したいと考えているにも関わらず、実際どのように運動

に取り組めばよいのか分からない状態にある。この現状を放置した場合、彼らは将来の生活習慣病の予備軍となりかねない。ま

た、私たちのアンケート調査の結果によると、週 2 回以上アルバイトを行っている学生の割合は 73%と高く、本来の学業以外に

も多くの時間を費やしている傾向がみられた。このため、１日の時間の使い方として、運動は優先順位が低く、短時間ですら運動

に時間を費やすことができていない。こうした運動不足解消の対策として、経済学分野の米国での先行研究では、金銭的なイン

セティブを与えることで、運動の習慣形成(habit formation)が可能であることを示している（Charness & Gneezy 2009, 

Carrera et al 2018）。その一方で、どのようなインセンティブ付与やプロモーションを行えば、日本人の間で運動習慣を定着化

できるかに関して、フィージビリティと費用対効果を兼ね備えたプログラムを提示している研究は皆無である。 

 

４．課題解決策（新たなビジネスモデル・理論など） 

行動変容ステージモデルによると、人が行動を変える場合には「無関心期」⇒「関心期」⇒「準備期」⇒「実行期」⇒「維持期」の

５つのステージを通るとされる。この中でも、私たちは、運動不足を自覚し、生活習慣の改善意欲のある「関心期」の状態にいる

学生をターゲットとして、彼らに対してどのようなインセンティブ付与とプロモーションを行えば、「実行期」へ移行するか、また、「実行

期」の学生にはどのような働きかけを行えば、「維持期」へと移行するのかに関する戦略を考えて、ビジネスモデルを構築した。その

際、ソーシャル・マーケティングの４P（Product、Place、Promotion、Price）の枠組みを応用し、以下のモデルを構築した。

のモデルは、大学だけでなく、健康経営を目指す中小企業・団体に対しても、ビジネスプランとして提案する。 

 

 

（図表 1：運動習慣定着化プログラムの概要） 

 



５．研究・活動内容（アンケート調査、商品開発など） 

以下の活動を実施した。 

⚫ 龍谷大学内でのフィールド調査（2019年 7月） 

⚫ 大学生（332人）を対象とした健康意識と運動習慣に関する独自のアンケート調査（2019年 10月-11月） 

⚫ 大学生と社会人を対象とした運動習慣定着化プログラム（Ryu-Workout）の実証実験（2019年 11月-12月） 

 

まず、龍谷大学内でのフィールド調査を通じて、大学生の間での生活習慣病のリスクファクターの現状を把握した（写真 1）。次

に、アンケート調査を行い、運動習慣の現状と、生活習慣への改善意欲について明らかにした。さらに、行動経済学の知見を活

用した質問を行うことで、学生に対して、どのようなインセンティブ付与とプロモーションを行えば、彼らは行動を変容するかを確認し

た。最後に、運動習慣定着化プログラムを考案し、その実証実験を重ねて、大学だけでなく、民間企業・団体における導入に向

けた方策を探った（写真 2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(写真 1）                                                (写真 2） 

６．結果や今後の取り組み 

アンケート調査により、学生の健康意識と運動習慣の現状（図表 2）と各種インセンティブへの反応の度合い(図表 3)が明らか

となった。さらに、社会人（大学職員）対象の実証実験により、社会人が継続的に運動プログラムに参加するためには外生的

なインセンティブではなくて、内発的なモチベーションの維持が非常に重要であることが確認された。これらの結果をもとに、私たち

は、行動経済学の知見とエビデンス（ピア効果、リマインド効果、イケア効果）を応用することで、参加者の内発的モチベーション

を維持する仕組みをプログラムに取り入れた。その結果、大学内だけでなく、民間企業・団体でも十分に導入可能な、フィージビリ

ティと費用対効果を兼ね備えた運動習慣定着化プログラムとして設計した。今後は、本プログラムを実際に大学内外で広く運用

し、大学生や社会人の健康促進と、中小企業の健康経営を実現させることを目指す。 

 

（図表 2：記述統計） 



 

（図表 3：各種インセンティブによるプログラム参加の有無） 
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